
1 
 

飼料用米の補助金政策とは 

 
山田 俊一 

 はじめに 

 近飼料用輸入トウモロコシに代えて家畜に米を飼料とすることが農水省・

ＪＡ全農（全中）が推し進めている。食用米は年々減少し年間約 860 万ﾄﾝしか

国内需要が見込めない。しかも国内需要の増加は考えられず輸出は 1）2013 年

3,121 ﾄﾝ 2014 年は推定 45.8％増の 4,500 ﾄﾝくらいで増えているが国内米生産力

約 1,400 万ﾄﾝに比すると期待は持てない。245 万 8,000ha の田で酒米・米粉含

め食用米の田耕地は約 150 万 ha で間に合う。残り 96 万 ha の利用維持には何

らかの転作作物を耕作しなければならない。利用しなければ耕作放棄地となり

食糧安保の不安や農耕地地域の環境を損ねる危険性がある。麦・大豆等は湿度が

高い田では生産効率、品質等で課題がある。また、連作障害の恐れがある。稲作

と麦・大豆の輪作は連作障害の防止にもなる。作りやすく慣れている稲作が 適

である。そこで輸入に依存している家畜の飼料を幾分でも国産にすることが可

能である田での飼料用米を農水省は豊かな補助金交付等で推進し JA 全農も農

業者の所得確保のために 45 道府県にローラー作戦で延べ 90 人の職員を農業産

地に派遣して飼料用米の生産を提案している 2）。2015 年 3 月 2 日付の日本農業

新聞によれば「2013 年度の飼料米実積はミニマムアクセス米・政府備蓄米合せ

て 60 万トン(内飼料用米 11 万トン)で 2014 年度の飼料向け流通実績はミニマム

アクセス米・政府備蓄米を含めて 110 万ﾄﾝほどで飼料用米の国内生産は推定 18
万ﾄﾝであった。価格は輸入トウモロコシと連動し１キロ 25 円～35 円である。 
農水省は 2015 年度では国内飼料メ－カ－の飼料用米の受け入れ可能量は 10 

0 万トンは有るとしている。潜在需要については年間 450 万トン見込めるとし

ている。JA 全農は本年度飼料用米の生産目標を 60 万トン前年比 3.3 倍として

産地に強力に生産協力を促している 3）。」 

 飼料用輸入穀物から幾分かを国産穀物に代える事（遺伝子組み換え穀物使用

の減少・飼料の自給率の向上）、田を含めて耕地の有効利用に寄与する事、稲

作の多様な生産技術（直播・農機具の開発・農地の改良集積・IT 技術）・種子

の開発などでの生産性の向上が期待出来るのは農業振興によい政策の様であ

る。         
 一方厚い政府（税金）の厚い補助金政策（稲作農業者への救済措置）や JA
による強力な指導による固定した作物を生産に導いていくことは自立した農業

者個々の農業経営を政府等に頼り自立した経営能力向上を阻害する可能性があ
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る。  
困難な道であるがせっかく米の減反政策廃止により稲作農業者の自立を促す

機会である今苦い経験を顧みず又来た道に迷う懸念がある。 
 我々日本人の食生活に関わることであるが欧米の肉・小麦等の食生活を謳歌

して体力・健康の向上を果たしてきた。今「和食：日本人の伝統的な食文化」

がユネスコの無形文化遺産として登録された。農産物の輸出に和食が健康的な

食であるとして外国に日本食を売り込むことは重要である。翻って我々個々が

今の欧米風な食生活を見直して伝統的な和食への挑戦をする時代にきてはいな

いだろうか。 
 世界人口は今約 72 億で 2050 年には 90 億に達すると言われている。将来食

糧危機の到来も予想され現在でも数億人が食糧不足で苦しんでいる。畜肉生産

には肉１キロ生産するのに穀物 4 キロ～11 キロ消費されるとしている。この様

に非生産的な農業を推進するには熟慮が必要ではないだろうか。 
 大げさであるが飼料用米の補助金政策とは何なのか田の有効活用は可能なの

かを考察し我々日常の食生活も考えてみたい。 

1）飼料とは 

 歴史的には家畜の餌はイネ科マメ科の植物体・種子などで遊牧的な利用であ

った。定住農耕社会になりそれぞれの地域で収穫される穀物・穀物屑などであ

った。また、古くから人が食べ残した残飯も重要な餌であり 1960 年頃までの

日本はアメリカ式酪農技術が普及するまでは主力的な餌として米ぬか等と家畜

に与えられた。 
 今日多く利用されている餌は「粗飼料」と「濃厚飼料」に分けられる。「粗

飼料」とはイネ科・マメ科の植物で、生・乾燥・乳酸発酵した植物（サイレ－

ジ）で牧草・稲わら・麦わら・青刈り稲・とうもろこし茎などである。繊維質

中心の飼料で主に乳用牛の主食である。「濃厚飼料」とは主に豚・鶏の主食

で、穀物でデンプンやタンパク質が多く含む栄養化が高いもので、とうもろこ

し・米ぬか・大豆油粕・ビ－ルなど酒粕・豆腐のおからなどが原料である。こ

れらの原料を家畜の種類・生育時期・成長期などに合わせて栄養化の調整・形

態など適正に製造された餌を「配合飼料」とか「混合飼料」と言われている。

肉用牛も「配合飼料」が主食である。 
「配合飼料」の原料構成割合は家畜の種類や成長段階で異なるが平均すると

2012 年度の重量ベ－スで図表 1 のようにトウモロコシ 43％、こうりゃん

7％、その他穀類が 11％、大豆油粕 12％等である。原料使用量は 2,412 万トン

である。この数年とうもろこしの価格が値上がりして使用量は減少している。

嘗てはとうもろこしの使用割合は 50％を超えていた。 
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 飼料用原料の大部分が輸入である。特にとうもろこしの輸入量が多くアメリ

カ・ブラジル・アルゼンチンからである。こうりゃんはオ－ストラリア・アル

ゼンチン、大麦・小麦はオ－ストラリア・カナダである。とうもろこしの輸入

額は 2,894 億円で配合飼料の原料輸入合計金額は年間 5,113 億円に達している

（2012 年度）。 
図表１ 2012 年度配合飼料の原料割合（重量ベ－ス）（単位：％） 

 
出所：農林水産省「2014 年度食糧。農業・農村政策審議会第 1 回畜産部会」2014 年 4 月 24

日 

   より作成 

http://www.moff.go.jp/j/councile/seisaku/tikusan/bukai/h2601/pdf/10_data10.pdf(2015/3/30

参照) 

 海外からの輸入価格の高低が畜産飼料の原価に大きく影響されているのが現

状である。 近では中国の輸入の急激な増加で特にとうもろこしの我が国への

安定的輸入が不安視されている。農林水産省によると家畜飼料の自給率は 26％
程度である。少しでも飼料原料と価格の安定と飼料の自給率を向上・遊休田の

効率向上、稲作農家の新たな収入源として期待されるとうもろこしに代えられ

る飼料用米が脚光をあびているのである。 

2）飼料用米の現状 

２－１）飼料用米の交付金 
図表 2－１－１は農林水産省予算の年推移である 4)。  
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図表２－１－１農林水産省総予算年推移   〈単位：億円〉 

年      度 2013 年 2014 年 2015 年 

一般会計総額 22,976 23,267 23,090

農業 18,256 18,518 18,369

 水田活用の直接支払交付金 2,517 2,770 2,770

 畑作物の直接支払交付金 2,123 2,093 2,072

 米の直接支払交付金 1,613 806 760

林農 2,899 2,916 2,904

水産 1,820 1,834 1,818

出所：財務省「2015 年度農林水産関係予算のポイント」より作成 

https://www.mof.go.jp/budget/budger_workflow/budget/fy2015/seifuan27/05-

11.pdf(2015/4/4 参照) 

 「水田活用の直接支払交付金」予算は 2014 年度と同じく 2015 年度も総額

2,770 億円の高額である。これは農水省予算総額の約 12％を占める。畑直接

交付金と合せると約 21％にも達する。 
 「水田活用の直接支払交付金」は水田で麦・大豆・飼料用米・ＷＣＳ用稲

5）を生産する農業者への交付金で「畑作物の直接支払交付金」は畑で麦・大

豆・てん采・でんぷん原料用馬鈴薯・そば・なたねの生産者への交付金であ

る。 
図表２－１－２「水田活用の直接支払交付金」の内容   

 
 
出所：図表２－１－1 と同じ 
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 図表２－１－２は「水田活用の直接支払交付金」の内容を示したものであ

る。飼料用米・米粉用米は数量制で 10a 当たりの収穫数量で 5.5 万円より 10.5
万円の交付金が出る。その上二毛作なら上乗せ 1.5 万円、飼料米の稲わらを利

用するようにすれば耕畜連携助成で 1.3 万円の交付金がある。飼料米の多収性

品種への取り組みをすれば産地交付金として 1.2 万円が都道府県に交付され

る。 
 一般的には二毛作は困難であるからこれを除くと飼料用米+産地交付金が考

えられる。10a 当たり 5.5 万+1.2 万=6.7 万円~10.5 万＋1.2 万=11.7 万円の交

付金が支給される。 
 食用米 7,500 円に比して厚い交付金である。勿論飼料用米の価格は１キロ 25
円~30 円で食用米価格１キロ平均約 170 円の 7 分の 1 程度であるから交付金が

無ければ耕作する農業者はいないだろう。 
２－２）飼料用米の飼料としての適正と品種 
 飼料用米とは家畜に給餌する濃厚飼料原料になる米で食用には適さない米で

ある。他に稲による飼料として発酵粗飼料としての稲ＷＣＳや稲わらなどがあ

る。米の栄養素はトウモロコシとほぼ同等で課題はのこるが充分にトウモロコ

シの代替えになると考えられている。  
図表２－２－１ とうもろこしと飼料用米の栄養素比較  （単位：％） 

 
出所：浅井秀樹 岐阜県畜産研究所「乳牛での飼料用米試験研究成果について」2012 年 

http://www.pref.gifu.lg.jp/sangyo_koyo/nougyo/chikusanshikenko/jikyushiryo/riyojireisyu.d

ata/racun(2015/4/10 参照) 
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 図表２－２－１はとうもろこしと飼料用米の栄養素である。玄米はとうもろ

こしとほとんど同じであるが籾米は粗繊維・灰分が高く粗たんぱく質が低く可

消化栄養総量（ＴＤＮ）が劣る。玄米は配合飼料の原料であり籾米は配合飼料

源と粗飼料源との混合物と考えられる。 
 豚・養鶏には形態は別として飼料用米の玄米をそのまま給与しても問題は少

ない。ただ鶏卵の黄身の色が濃黄色にならない。牛については問題がある。 
 農研機構畜産草地研究所の樋口幹人氏によると 6）牛に飼料用米給付により食

欲不振に陥り枝肉重量が伸びず枝肉の成績が上がらない例がある。でんぷん質

が多いから牛の胃腸に障害が起きるらしく食欲不振になるらしい。原因等はま

だ明確ではないが、いきなら飼料用米を多給するのでなく時間をかけて飼料用

米に馴らせていくことが重要と思われる。時間をかけて配合飼料の 15％～

30％を飼料用米に代替えしても体調不良を示す個体は見当たらなかったと報告

している。今後配合飼料メ－カ－との提携で形態・配合割合など牛の成長時期

にそれぞれ合せた適正な配合割合の研究が待たれる。籾米においてはたんぱく

質が不足しているのでこれを補う必要がある。 
図表２－２－２主な飼料用水稲品種 

 

     
     

 
 
 
 
出所：〈独〉農業・食品産業技術総合研究機構「米とワラの多収を目指して 2013」2013 年 3 月 

 より作成 

http://www.naro.affrc.go.jp/publicity_report/publication/files/kometowara2013.pdf(2015/4/
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18 参照) 

 飼料用米の専用品種は数多く開発されて地域により推奨品種が異なってい

る。稲ＷＣＳ用に適した品種も飼料用米品種とは異なる。栄養素も品種により

若干異なるようである。  
 図表２－２－２主な飼料用水稲の品種である。茎も子実も利用する稲発酵粗

飼料の稲 WCS 用品種は牛の粗飼料で、子実だけ利用する飼料用米品種は牛・

豚・鶏の濃厚飼料用の原料である。両方に併用される品種もある。 
飼料用米品種の特性は       

●収量が多い（10ar 当たり 650～900 キロ） 

●肥料を大量に投入する必要があるが倒れにくい 

●比較的病虫害に強い 

以上の他に家畜の嗜好性に優れ栄養価が高いことが求められる。 
 飼料用米は米粉用米とかバイオ燃料用の原料として利用することも検討され

ているようである。 
 飼料用米の栽培実績は数年にわたり試験栽培は行われていて実績はあるが現

場において飼料用米品種は現在余り普及していない。食用米を栽培してそれを

飼料用米としているのが現状である。今後飼料用作物として商品として生産す

るという意味あいからすると多収型飼料用水稲品種の栽培経験・栽培技術の向

上・低費用での栽培用器具の開発・保管を含めた流通経路の確保など生産費の

削減に積極的に挑む必要があると思う。 
２－３）飼料用米の栽培面積の推移 

図表２－３－１は飼料用米の耕作面積と収穫量の年推移である。2025 年の数

量は「食糧・農業・農村基本計画 2015 年」の目標数値である。政府としては

この飼料用米の生産を推進するという強い意志が感じられる。同時に食用米の

収穫量・耕作面積を示し米類の全体の耕作状況を見るのに参考のため、また、

合計の数値には適合性がないが参考のために示した。 

2014 年の飼料用米の耕作面積は 3万 3,881ha で 17 万 8,486 トンの収穫であ

った。2008 年と比べると 20 倍以上の収穫量であるが 2014 年食用米 788 万

2,000 トンの約 2.3％に過ぎない。耕作面積も同じ比率である。田約 245 万

8,000ha の内米類に利用されたのは約 154 万 5,000ha で残り約 95 万 ha はどう

なっているのであろう。麦・大豆栽培等とか休田とかの未使用なのだろうか。

仮に 2025 年の目標である 110 万トンの生産をするとしても耕作面積は 20 万 ha

で足りる計算になる。また、水田活用の交付金もどこまで膨らむのだろうか。 

2013 年の飼料用米の耕作が減少したのはこの年政府備蓄米の生産が増加した

からである。この年以外年々増加傾向は見て取れる。WCS 稲の生産は 2008 年以

降年々伸びている。 
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10ar 当たりの収穫量平均は約 530 キロで食用米の生産性に僅かに劣るがほぼ

変わりがない。これは積極的に農業者が飼料用米栽培に取り組んでないことを

示している。当然飼料用米稲品種「もみロマン」・「北陸 193 号」など 10ar 当

たり 780～820 キロ収穫可能な品種の利用が進んでいないことと推察出来る。 

図表２－３－１飼料用米・ＷＣＳ稲等の耕作面積と収穫量 〈単位：ha、ト

ン〉 

用途区分 年度 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2025 

  面積 1,410 4,123 14,883 33,955 34,525 21,802 33,881 - 

飼料用米 収穫量 8,020 23,264 81,237 183,033 183,431 115,350 178,486 1,100,000

ＷＣＳ用稲 面積 9,089 10,203 15,939 23,086 25,672 26,600 30,929 - 

  面積 108 2,401 4,957 7,324 6,437 3,964 3,401 - 

米粉用米 収穫量 566 13,041 27,796 40,311 34,521 20,171 18,161 10,000

バイオエタ 面積 303 295 397 415 450 414 384 - 

ノ－ル米 収穫量 2,426 2,314 2,940 2,998 2,793 2,594 2,373 - 

  面積 74 164 388 287 454 507 1,092 - 

輸出用米 収穫量 391 926 2,184 1,626 2,524 2,825 6,092 - 

  面積 - - - - - - 859 - 

酒途用米 収穫量 - - - - - - 4,354 - 

わら・ 面積 1,330 956 508 501 553 457 527 - 

その他 収穫量 982 1,108 694 852 857 659 1,074 - 

  面積 1,596,000 1,592,000 1,580,000 1,526,000 1,524,000 1,522,000 1,474,000 - 

食用米 収穫量 8,658,000 8,309,000 8,239,000 8,133,000 8,210,000 8,182,000 7,882,000 7,520,000

  面積 1,608,314 1,610,142 1,617,072 1,591,568 1,592,091 1,575,744 1,545,073 - 

合計 収穫量 8,670,385 8,349,653 8,353,851 8,361,820 8,434,126 8,323,599 8,092,540 - 

出所：農林水産省「米に関するレポ－ト 2015 年 3 月 6日」〈2008 年~2014 年は〉より作成 

 http://www.maff.go.jo/j/seisan/keikaku/soukatu/pdf/mr150306_2.pdf(2015/4/15 参照) 

農林水産省「食糧・農業・農村基本計画（原案）」2015 年 3 月（2025 年は）より作成 

http://www.maff/go/jp/j/council/seisakui/kikaku/bukai/h27/pdf/150317-1-2/pdf(2015/4/15 参

照)_ 

 都道府県別 2014 年産の耕作面積（3 万 3,881ha）・収穫量（17 万 8,486 ト

ン）7）での多い所は栃木県 3,943ha、2 万 857 トン・青森県 2,812ha、1 万

5,883 トン・茨城県 2,499ha、1 万 3,068 トン・山形県 2,150ha、1 万 2,821
トン・岩手県 2,035ha、1 万 799 トン・宮城県 1,945ha、1 万 453 トンの６県

である。この 6 県で 2014 年産の耕作面積の 45.4％、生産量の 49.8％を占め

ている。 
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 配合飼料の生産県は北海道・青森・茨城・愛知・岡山・鹿児島等での沿岸

地帯である。生産地と工場との立地の整合性は充分とは言えないようであ

る。 
２－４）飼料用米の需要 
 協同組合日本飼料工業会「飼料用米に関する日本飼料工業会のメッセ－ジ」

8）によると 2012 年産の飼料用米約 18 万トンの流通ルートは畜産農家と直接取

引 50％、農協系統 37％、飼料用メーカ－13％で消費されていると推定してい

る。     
 2013 年産飼料用米 11 万トン、備蓄米とミニマムアクセス米の 49 万トン合

計 60 万トンが配合飼料の原料として供給された。2014 年産の飼料用米 17 万

8,000 トンを含め備蓄米とミニマムアクセセス米等で 110 万トンほど供給され

たと推定されている。農林水産省は 2015 年度の需要 9）も 100 万トンは有ると

している。 
日本飼料工業会 10）によると配合飼料の生産量の内ブロイラ－用は 50％、採

卵鶏用が 20％、養豚用が 15％、肉牛用が 3%、乳牛用が 10％は飼料用米が利

用可能な量だとしている。2013 年の配合飼料生産額 2,356 万 6,000 トン 11）か

ら推定すると次の様になる。 
ブロイラ－用 195 万トン、採卵鶏用 125 万トン、養豚用 85 万トン、乳牛用

31 万トン、肉牛用 14 万トンで合計 450 万トンになる。約年間 450 万トン前後

の潜在的な需要が見込めるとしている。これは配合飼料の 20%弱であり年間約

1,100 万トンの輸入トウモロコシを 450 万トン減らす事が可能となる。 
農林水産省の「米に関するマンスリーレポート 2015 年 4 月 10 日」によると

2015 年産に係る飼料用米の需要は 105 万 3,000 トンとしている。内訳は全農

グル－プ飼料会社が 60 万トン（備蓄米・ミニマムアクセス米含む）、日本飼料

工業会の組合メ－カ－が 40 万 8,000 トン（備蓄米・ミニマムアクセス米含ま

ない）、畜産農家の新規需要量（2015 年 3 月 31 日現在）が 202 件で約 4 万

5,000 トンである。 
2015 年 4 月 21 日付けの日本農業新聞によると全農グル－プの一つ北日本く

みあい飼料の八戸工場で 2014 年産では 8 万 1,600 トンの受け入れであったが

2015 年産は受け入れ施設を新たに設備拡大し通年受け入れ態勢が秋まで完成

する事により 20 万トンの受け入れ可能と報じている。この設備拡大は農協系

飼料会社受け入れ可能量は 60 万トンに 12 万トン上積で 72 万トンとなる。農

協系は飼料用米の受け入れ増加に組織をあげて積極的に設備拡大を計画してい

るようだ。 
中期的には日本飼料工業会の組合による調査では 200 万トン弱との結果であ

る。それに農協系工場と畜産農家分を推定し 100 万トンはあるとしたら需要合
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計 300 万トンは現実にある可能性が考えられる。 
 ただし日本飼料工業会は価格が輸入トウモロコシと同等またはそれ以下であ

ること、工場は在庫を持たず計画的な供給と集荷・流通の円滑化が条件として

いる。この課題がクリア－したら受け入り量の増加は可能としている。 
２－５）飼料用米の生産費  
 飼料用米の栽培・収穫・流通・工場への納入など飼料工場に飼料米が届くま

で経費がかかる。まだ手探り状態で生産費など正確に明らかになっていないの

が現状である。多収性品種の飼料用米の生産など試験場では目鼻がついた状況

で本格的に普及はしていない。飼料用米として栽培されている米は今ほとんど

食用米品種である。 
 農林水産省「2013 年産米生産費」12）・幾つかの公表されている試算等を検

討しておよその生産費を明らかにしていきたい。 
図表２－５－１60 キロ当たりの米生産費  〈単位：円〉 

農林水産省 2013 年産 平均 1.54ha 全て（注 1） 15,229 

  生産費のみ 12,790 

  10〜15ha 全て 11,571 

  生産費のみ 9,443 

  認定農業者平均 3.78ha 全て 12,803 

  生産費のみ 10,444 

  
認定農業者 15ha 以上 19.60ha 全

て 
11,374 

  生産費のみ 9,113 

JA 全農（注 2）530 キロ/10a 生産費のみ 8,037 

             680 キロ/10a 生産費のみ 6,265 

注 1.全農家の平均で利子・自己地代・資本利子含む総生産費。 

注 2.JA 全農「飼料用米で経営安定！」http://www.zennoh.or.jp/kome/pdf/shiryou_mai.pdf

（2015/4/23 参照）より（家族労働費・自己資本利子・自己地代除く）。 

出所：農林水産省「2013 年産米生産費」2013 年 12 月 12 日より作成 

http://www.maff.jp/j/tokei/kouhyou/noukei/seisanhi_nousan/pdfseisanhi_kome13.pdf(2015/4/

23 参照) 

 

 

 

 

 

 



11 
 

 

図表２－５－２10a 当たりの生産費  〈単位：円〉 

農林水産省２０１５年産 平均 1.54ha 全て（注 1） 134,041 

  生産費のみ    ５２８キロ/10a 114,945 

  10〜15ha 全て      103,708 

  生産費のみ    ５３８キロ/10a 86,814 

  認定農業者 3.78ha 全て 114,457 

  生産費のみ    ５３６キロ/10a 95,877 

  
認定農業者 15ha 以上 19.60ha 全

て 
101,657 

  生産費のみ    ５３６キロ/10a 84,239 

JA 全農（注 2）530 キロ/10a 生産費のみ 71,000 

             680 キロ/10a 生産費のみ 71,000 

出所：図表２－５－１と同じ 

 

 生産費は生産副産物・支払い利子・地代・自己資本利子・自己地代等全て含

む金額である。 
 食用米の生産費全農家平均は作付面積 1.54ha で 60 キロ当たり総生産費は

15,229 円であり、生産費のみだと 12,790 円である。10〜15ha の作付面積の生

産者の総生産費は 11,571 円で生産費のみは 9,443 円である。認定農業者 15ha

以上では作付面積平均 19.60ha で総生産費 11,374 円、生産費のみは 9,113 円

である。JA 全農の試算では 10a 当たり 680 キロ（飼料用米品種）収穫した場合

は生産費のみで 6,265 円と試算している。 

 2008 年と少しふるいが社団法人日本草地畜産種子協会「2008 年度飼料用米

の利活用に向けた調査報告書」13)によるアンケ－ト調査 48 戸の収穫は格差と

バラツキが大きいが平均は 559 キロ/10a（ 高は 858 キロ）の収穫であった。

60 キロ当たりの生産費は 7,504 円（利息・地代・資本利子含まず）と報告され

ている。 
 図表２－５－3 は JA 全農が飼料用米生産を進めるために参考に供するため

に試算した図表に追加した 10a あたりの収支試算である。飼料用米の生産費が

明らかでないため食用米の統計数値（5ha～10ha の平均値）で試算してある。 
図表２－５－3 JA の飼料用米の 10a あたりの収支試算   （単位：円） 

品目 収量 品代 交付金 収入合計 生産費 生産費 所得 所得 

          a（注 1） b（注 2） a（注 3） b（注 4） 

    70,000   78,200     7,200    ∆31,956 

主食用米 530kg  ～88,300 7,500 ～95,800 71,000 110,156   ～24,800  ～∆14,356 
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        80,000     9,000  ∆30,156 

飼料用米 530kg    (注 5） 80,000  十α（注６） 71,000 110,156   十α    十α 

        105,000     34,000     ∆5,156 

飼料用米 680kg  （注 5） 105,000  十α（注６） 71,000 110,156   十α   十α 

注 1.家族労働費・自己資本利子・自己地代をのぞいたもの 

注 2.全ての生産費 

注 3. 家族労働費・自己資本利子・自己地代をのぞいた所得 

注 4.全ての生産費を含めた所得 

注 5.品代は 30 円/kg としても運賃・貯蔵代等差し引かれてゼロないし 10 円/kg である 

注 6.産地交付金 12,000 円が交付される場合がある 

出所：農林水産省「農林水産統計 2013 年産米生産費」・JA「飼料用米で経営安定」より作成 

 http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/noukei/seisanhi_nousan/pdfseisanhi_kome13.pdf

（2015/420 参照） 

  http://www.zennoh.or.jp/kome/pdf/shiryou_mail.pdf（2015/4/20 参照） 

 図表からは主食用米・飼料用米のいずれも交付金なしでは総生産費を賄えな

のが明らかである。 
 飼料用米の生産費は明らかでないが食用米の生産費よりは幾分割安だと推定

できるが飼料用米の価格は今以上に高額になるとは考えられない。今後生産費

の低減が図られると期待しても安定的な飼料用米の生産を行うとすれば国の財

政負担は避けられないのが現状である。  

 

3）飼料米の課題  

 飼料用米の現状の栽培体系は食用米の慣行栽培体系で生産は行われている。

前章で見てきた様に飼料用米の販売価格 20～30 円/kg に見合う生産費ではな

い。交付金頼りの栽培でビジネスとしての経済的合理性にほど遠い。将来飼料

用米の生産がビジネスとして成り立つ可能性があるかどうかを探りたい。 
3－1）栽培に関する課題  
 飼料用米の生産費を大幅に減少し kg 当たり 30 円台（現在 200 円前後）にす

る必要がある。その為には飼料用米の栽培体系を試験場から現場での経験と開

発確立が第一である。 
現在余り利用されていない 10a 当たり 1,000kg 以上収穫可能な品種の採用が

望ましい（多収量飼料用米専用種の採用面積は 2013 年約 9,400ha）。現状

530kg の収穫の約２倍であるからおおむね生産費は半分に見込める。 
 北から南まで日本列島それぞれの地域に適する飼料用米品種（20 品種）が開

発され承認されている。生産者が必要な種子種苗が食用米と同じ様に必要なだ
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け入手できる増殖体制が必要で安定供給体制が求められる。 
 信岡政治氏の「農政ジャ－ナリストの会」14）によると飼料用米の増産に必要

な条件を次の様に考察している。 
① 収量が 10a 当たり 1,000kg 以上の多収品種 
② 堆肥の多投入栽培で倒伏しないこと（窒素成分で慣行施肥の約４倍の 10a

当たり 32kg が基準） 
③ 食用米と容易に判別可能なこと（形状・色・品質等で区別できるもの） 
④ 大規模に直播きに栽培適正があること（灌水・乾田） 
⑤ いもち病などの病害に強く省農薬栽培ができること 
⑥ 圃場が均平（ただしく直播・水の管理のため） 
⑦ 深水（15cm 以上）が出来る畔構造が必要（雑草防除等） 
⑧ 用水の確保（10 月上・中旬まで用水が必要、食用用米より長い） 
⑨ 食用米との花粉交配を避けるための圃場の団地化が必要（食用米栽培と距

離確保） 
⑩ 堆肥運搬・散布の省力化：堆肥運搬・散布の機械化 
以上の条件を満たすには片手間でなく有る程度の規模で（1 圃場 5ha 程度）

栽培し GPS を利用した無人の直播機械・堆肥の散布、収穫と同時に米の成分

を記録データー化するコンバインなど生産管理体系の開発利用が必要である。

これらの機械・生産管理体制は食用米耕作からの併用利用可能な工夫も考える

ことが生産費減少につながると考えられる。朝日新聞 2015 年 5 月 2 日付けの

記事によると直播を種播ヘリコプタ－で行った試験では 2.2hr 家族 3 人で一日

の仕事を 1 時間半で終了したとのこと。直播は 2012 年で稲作水田全体の 1.5％
（2 万 3,750hr）であるが、飼料用米の耕作の効率化には期待が持てる。 
食用米生産農家での飼料用米耕作は作業が重ならないような労働の均等化な

ども考慮しなければならない。例えば飼料用米の収穫は食用米収穫より遅くし

圃場で米の水分を少なくすることが可能である（乾燥のための電気代節約）。 
農業者と畜産生産者との連携が今は余り行われていない。畜産生産者が自ら

飼料用米・WCS 用稲を生産することを推奨するのも一つの選択肢である。 
飼料用米農業者と畜産生産者との提携は多くの堆肥が必要な飼料用米耕作に

は効用がある。畜産生産者からの糞尿を堆肥化利用し飼料用米生産者は飼料用

米を提供し循環型農業の可能性もうかがえる。 
 図表 3－1－1 は 2013 年産の 10～15ha の食用米の 10a 当たりの生産費であ

る。年々米生産費は減少傾向であるが米 kg 当たり約 196 円である。利子・自

作地・自資本利子等は減少の余地が少ない。生産費削減項目は労務費・肥料農

薬・光熱費・賃借料・農機具費である（合計 87,585 円）。仮に飼料用米の生産

費は食用米の生産費 87,585 円の 8 割 70,068 円として 10a1,000kg の収穫で 35
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円/kg で販売出来たら収入は 35,000 円である。自作地料・自己資本利子等固定

費は 16,123 円で生産費を 35,000 円で抑えるためには生産費減少可能項目の出

費を 70,068 円から 18,877 円に抑えねばならない。その為には 51,191 円の生

産費削減をしなければならない。以上数字の遊びであるが画期的な生産費削減

がなければ不可能であると言っても過言ではない。 

 
図表 3－1－1 2013 年産 10～15ha の食用米 10a 当たりの生産費 単位：

円） 

  金額 ％ 

労務費 26,342 25.4

肥料農薬光熱 21,260 20.5

賃借料税金 7,588 7.3

農機具費 23,231 22.4

利子地代 9,164 8.8

自作地地代 9,919 9.6

その他 6,204 6.0

合計 103,708 100.0

出所：農林水産省「2013 年産米生産費」2014 年 12 月 12 日より作成 

http://www.maff.jp/j/tokei/kouhyou/noukei/seisanhi_nousan/pdfseisanhi_kome13.pdf

（2015/4/23 参照） 

その他保管費・流通費とか肥料工場への搬入までの費用（kg 当たり約 20 円

前後）もかかるのである。 
 先ほどあげた飼料用米の増産の条件からみると中山間地域の耕作地には当て

はまらない。面積が広い・均平であるとかは平地の耕作地でのみ可能な条件で

あり平地は食用米との交配防止のための圃場の団地化もしやすい。また、飼料

用米の耕作適正立地は肥料工場に近い耕作地での栽培が有利であり流通経費の

削減が期待できる（参照図表３－１－２）。その他全農系列の配合肥料工場は

北海道・東北・関東・北陸・東海・近畿・中国・四国・九州まで地域毎に合計

9 工場で配合飼料の原料として飼料用米の受け入れをしている。ちなみに 2014
年産の生産は栃木県・青森県・茨城県・山形県・岩手県・宮城県の 6 県で約

50％の生産量を占めている。 
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図表 3－1－2 都道府県別配合飼料工場数（2013 年 10 月 1 日現在） 

 
出所：協同組合日本飼料工業会「飼料用米に関する日本飼料工業会のメッセ－ジ」2014 年 5

月 22 日 p.25 

 http://www.jafam.or.jp/pdf/eaanai/rice_message140522.pdf(2015/4/13 参照) 

今後飼料用米生産費用は加速度的に減少していくと思われるが、考察してき

たところからするとビジネスとして経済的に採算が難しく交付金たのみの耕作

作物からの脱皮は暫くの間は困難であろう。 
 大豆・小麦等の連作障害防止用・国際穀類の上昇時の配合飼料の原価を抑える

効能・食用米の耕作地以外の水田利用・耕作放棄地の利用・国土の荒廃を防ぐ環

境保全・保水とか又は遺伝子組み換えがない飼料用の原料としての意義は認め

られる。 
 今後飼料用米の生産が伸びるかどうかは多数の農業者が真剣に情熱をもって

取り込む意志にかかっていると思われる。当分交付金の維持・JA のバックアッ

プ等が前提でもある。 
3－2）流通・保管の課題  
 図表３－２－1 は飼料用米の大まかな集荷・流通体制の仕組みである。 
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図表 3－2－1 集荷・流通の流れ 

 
出所：山田が作成 

 生産者と利用する畜産業者・配合飼料製造会社との需要供給の情報の（マッ

チング）仲介業務が必要である。現在それらを農林水産省・日本飼料工業会が

引き受けようとしている段階である。図表３－２－２は農林水産省の取り組み

体制である。 
図表３－２－２農林水産省のマッチング活動の取組体制 

  
出所：農林水産省「飼料用米の推進について」2015 年 4 月 p.9 

 http://www.maff.go.jp./j/seisan/kokumotu/pdf/meguji.pdf(2015/6/1 参照) 
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図表３－２－３日本飼料工業会の飼料用米産地仲介システム 

 

出所：日本飼料工業会「飼料用米に関する日本飼料工業会のメッセ－ジ」2014 年 5 月 22 日

p.23 

 http://www.gafma.or.jp/pdf/eaanai/rice_message140522.pdf2015/4/13 参照） 

 図表３－２－３は日本飼料工業会の仲介活動の提案のイメ－ジである。生産

者等からの問い合わせに応じて製造業者に情報を提供、製造業者からの要望を

生産者に伝え相談契約の支援をするというイメ－ジである。両システムもまだ
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実際の活動は一部に過ぎない。生産者・利用者が生産計画・需要等いろいろな

情報を共有しなければ大量に飼料用米の流通は不可能であろう。 
 JA 全農は 2015 年産の飼料用米については生産目標 60 万トンの達成に資す

るために生産者から直接全量買い取りスキ－ムを構築している。生産者は飼料

用米を 30kg の袋にいれて全農に搬入するだけの体制である。全農は相場変

動・価格変動等のリスクを負い販売先の確保も全農が担う体制である。 
 刈り取られた飼料米は主食米と同じく 14.5%以下の水分含有量にしなければ

ならない（当分の間 15.5％以下）。刈り取られた稲は稲刈り時期によるが 25％
～30 とで普通は火力（石油）乾燥である。費用は 1kg 当たり 18 円前後であ

る。乾燥費の削減のために取り入れを遅くし田で稲のまま乾燥するように（立

毛乾燥）すれば約 17％の水分含有量で収穫が可能であると確認されている。乾

燥保管するのにカントリーエレベータ－（乾燥・低温保管機能のある施設）を

利用するのであるが飼料用専用カントリーエレベータ－は無い。既存主食用施

設を利用しなければならない。主食用米と飼料用米の混合（コンタミ防止）防

止の徹底が必要である（すべての併用農機具）。飼料用米が増産されるとすれ

ば既存の施設で保管するには容量不足であると言われている。 
 飼料用米の保管は 30kg・フレキシブルコンテーナー(籾は 700kg・玄米は

1,000kg)・バラタンクの保管等がある。費用が一番低いバラタンク保管は実証

済みであるが現在は 30kg・フレキシブルコンテーナーが主流である。 
 カントリーエレベータ－から飼料工場への配送については富山県・埼玉県の

例ではフレキシブルコンテーナー配送 11,900 円／トン、トラックによるバラ

配送 8,500 円／トンで 3,500 円程度バラ配送が有利である 15）。 
 飼料用米の需要供給の情報の共有体制は不完全で構築途上である。それが有

効に機能するかの実証はまだ先の事である。刈り取られた飼料用米の乾燥施

設・保管施設・飼料用工場への搬入体制も不十分である。現在大半は主食用米

を飼料用米にしているので課題が隠れているが本格的に多収穫飼料用米種の生

産が増加するには栽培に関する課題・流通保管搬入の課題を解決する必要があ

る。 
 政策面では飼料用米耕作に交付金が制度化され、畜産生産者へは乾燥・保

管・流通施設等の機械リ－スへの補助金もある。これらの政策的な財政的政策

により生産費削減を成し遂げ飼料用米生産がビジネスとして独り立ちし得る事

を即急に期待は出来ない。これらの財政的政策の継続があれば近い将来結果的

に放棄地が減少し水田の有効利用の可能性が見える事を望みたい。 
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おわりに 

 2015 年 6 月 17 日付け日本経済新聞によると 2015 年産の全農が米卸会社へ

の収穫前契約販売価格が出そろったとしている。それによると消費者に人気が

高い銘柄は 12 年産以来 3 年ぶりで価格が 2014 年産と比較して 60kg 当たり 4
～12％の値上がりである。飼料用米の転作が多い青森県産米などは値上がり率

が高い。 
青森産まっしぐら  11,800 円 昨比 12.4％（業務用で人気商品） 
宮城産ひとめぼれ  12,700 円 昨比 4.1% 
秋田産あきたこまち 12,900 円 昨比 5.7% 
山形産つや姫    17,200 円 昨比 6.8% 
新潟産コシヒカリ  15,800 円 昨比 5.3％ 
魚沼産コシヒカリ  19,300 円 昨比 4.3% 
である。実際の販売価格は収穫後の需要を反映してこの価格の上下 10％の範囲

で調整される。米卸会社もおおむね妥当な価格だと受け止めている。 
 この事実は昨比より食用米生産の減少を計画し米余りを解消する実質的な食

用米生産の値上がりを意図した減反(生産調整)ではないだろうか。その見返り

に飼料用米の増産を推進し手厚い交付金の支給である。農林水産省も全農も飼

料用米の新たな産業として育てる意図は無いのでは無いかと疑わざるを得な

い。  
 輸入米への超高関税（341 円/kg）で米の消費者価格を維持し（消費者負

担）、有効な利用が出来ないミニマムアクセスを受け入れ増加しようとしてい

る。WTO の農業保護政策は自由貿易を阻害する関税を引き下げ農業者への所

得補償補助金（財政負担）は認めている。米に関しては国際的な農業保護政策

から逆方向のままである。 
 農林水産省「2015 年産飼料用米の生産拡大に向けた対応について」16）によ

ると 2015 年 5 月 15 日現在の全国的な中間な取り組み状況によると作付面積 6
万４,000ha（昨年 3 万 4,000ha）で生産収量は 35 万トン（昨年 18 万トン）で

ある。全農の計画は 60 万トンに対し 35 万トン 58％で大きく計画から離れて

いる。    
今後の対応について農林水産省・全農は職員を各農協に派遣して飼料用米増

産への説明と増産依頼を行う。すでに作付した食用米の申請を飼料用米に変更

も認める。食用米の申請を 6 月末までを一つ箇月延長して 7 月末までとし食用

米を減らして飼料用米生産を増産して食用米価格の下落を阻止したいとの意図

が明瞭である。 
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 図表１は経済協力開発機構（ＯＥCD）の農業保護での国際比較指標

（%PSE)である（17）。パーセンテージが低いほど農業保護が少ないとされてい

る。 
 各国は年々下がる傾向であるが日本の減少傾向は鈍いのである。これは食用

米の高関税・生産の縮小政策等国内価格維持政策（消費者負担政策）が続いて

いるからである。この事は国際的に農業保護が過剰だと批判されている原因で

ある。 
図表１ ％PSE の国際比較 (農業保護率) （単位：％） 

 
出所：社会実情デ－タ図録 

 http://www2.ttcn.ne.jp/honkawa/0308.html(2015/7/26 参照) 

それでは各国農業保護額が減少しているかと言うと減少してはいないのが実

情である。直接農業者に所得補償をしている。農林水産省の「2010 年の農業

白書」（18）によると農業所得に占める直接支払（2006 年）の割合は日本 28％、

アメリカ 27％、EU78％である。 
EU では農業所得に占める補助金割合は高い。アメリカ・EU は農産物の生

産を増やし農産物の輸入を自由化している結果農産物の価格が下がり消費者は
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その恩恵を受けているのである。価格面でも国際競争力で優位に立っている。   
農産物価格が下がり採算悪化の農業者には財政(税金)から農業者に所得補償

をして農業者の経営安定と景観・環境保全・国土の荒廃防止のコストとして納

税者は納得しているようである。 
現在の飼料用米増産の裏には食用米の耕作を縮小し価格の維持と米作の縮小

で農業者の所得減少を補うと言う政策である。これでは農業者が自由に自分の

意思で耕作物を決定し農業経営する能力は養えない。強い農業の育成とはいえ

ないのではないだろうか。勿論高関税率を下げ食用米の輸入も自由化すれば食

用米の価格は下がる。一方食用米の消費は増加する可能性も期待できる。ま

た、高級農産物として輸出も開けるかも知れない。そのために真に農業を担う

農業者（農業収入に依存する農家）の赤字分は特定の農産物にかかわらず所得

補償する政策に転換するのが賢明ではないだろうか。納税者も環境・国土・耕

地、景観保全・高品質米の生産への財政負担は認めてくれると思われる。勿論

米生産者は生産費削減の努力は必要である。 
現在の我が国での米農業者への政府の補償金制度は高関税で米価格を維持し

ているのは消費者が国際価格に比して高い価格を強いられている消費者負担の

制度である。消費者が負担している金額は不透明でありその上貧富の差無く消

費者は同等に負担している。これは補償金額（関税金額）が不透明で不公平で

ある。それに反して関税を引き下げにより真摯な米農業者（飼料用米農業者含

む）も含めて何を耕作しても農業収入に依存する農業者に赤字補償をする直接

補助金制度に転換すれば国際的に非難されることは解消される。税金で負担す

る事は補助金金額が透明であり貧富により負担（所得税金の高低）はより公平

である。 
学校給食での米食は新潟三条市の様に全面的でなくとも週 3.3 回(2013 年 5

月 1 日現在)（19）の回数を増やしていくことも健康な和食(日本人の伝統的食文

化)の推進にもなり生徒・児童の将来の食生活にも米食ばなれが止まることにな

るかとも思う。 
このような環境の下に飼料用米の生産を考えた場合食用米生産が完全に自由

化され生産が増加すれば米価格が下がる。過剰生産になれば益々米価格は下が

る。米の需要と供給のバランスが崩れたら水田の飼料用米生産を真剣に趣向す

る農業者は増加する可能性は期待が持てる。農畜提携をより推進することによ

り自家飼料で生産された高付加価値畜産物として市場に認められる可能性もあ

る。 
 現実には飼料用米への交付金がある下で食用米・麦・大豆などと複合した農

業経営の中で放棄耕作地の利用など促進し規模の拡大を図り多収穫品種の採用

などで 10a 当たり売上額（推定 35,000 円）に見合う生産費の削減の努力と飼



22 
 

料用米専用の保管流通の環境整備が必要であろう。 
 繰り返すが飼料用米転作への厚い交付金は食用米の生産を減らし食用米の国

内価格を維持するための政策である事を疑わざるを得ない。農林水産省・全農

がやっきとなって飼料用米生産を推進しているのが証拠である。 
 水田 245 万 8,000ha に自由に食用米等を生産し結果国内食用米価格が下が

る。生産性向上のため面積当たりの収穫高を上げること、その他生産費を下げ

る事に財政援助しそれで赤字分を農業収入に依存する農業者に交付金を交付す

る制度が望ましい。飼料用米への厚い交付金制度は飼料用米の生産を否定する

ものではないが食用米価格維持のためのまやかし政策ではないか。 
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